第７号様式（第１２条第１項）
川崎市がんばるものづくり企業操業環境整備助成金実績報告書
　　年　　月　　日

（宛先）川　崎　市　長
本店所在地
企業名
　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　     　　　　　
事務担当者
電話番号

ＦＡＸ

Ｅ－ｍａｉｌ
　　年　　月　　日付け　　　　　　第　　号で交付決定を受けた川崎市がんばるものづくり企業操業環境整備助成金の助成対象事業が完了しましたので、川崎市がんばるものづくり企業操業環境整備助成金交付要綱（以下「要綱」という。）第１２条第１項の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記

１　事業区分　　　　　　　　　　　　立地促進事業

２　助成対象経費　　　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　円（税抜）

３　助成金請求予定額　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　円（１万円未満切捨て）
※　助成対象経費は、要綱第７条第１項の規定に基づき交付決定された助成対象経費を超えることはできません。
※　助成金請求予定額は、助成対象経費に１／１０を乗じた額と要綱別表第４に定める助成限度額とを比較して、いずれか少ない額を記入すること。
（提出書類一覧）
１　実績報告書（第７号様式）

２　事業実績書（第７号様式の別紙１）

３　賃借料又はリース料を助成対象経費に算入した場合、賃借料支払証明書兼事業経費明細書（第７号様式の別紙２）
４　評価基準報告書（第７号様式の別紙３）及び附随資料
５　発注実績報告書（第７号様式の別紙４）（１００万円を超える契約・発注を行った場合に限る。）
６　助成対象事業に係る不動産（土地・建物）の全部事項証明書（既存の建物を賃借した場合は除く。）
７　当該事業の実施に係る注文書、契約書、納品書、請求書、領収書等の写し

８　建築確認済証、検査済証等の写し（既存の建物を賃借又は取得した場合で、既に建築確認証明書類を提出している場合は除く。）

９　機械及び装置等の各償却資産（建物附帯設備は除く）の機種や仕様が分かる資料（カタログ、仕様書等）

１０　助成対象事業の完成図（位置図、平面図、立面図等）

１１　完成写真（外観・内部）

１２　交付申請書の添付書類のうち変更のあった書類
１３　その他市長が必要とする書類　　
第７号様式の別紙１
事　業　実　績　書
１　事業実績
	新増設を行った
工場等の住所
	

	土地の状況
	所有区分
	□自己所有地　□借地

	
	取得年月日
（借地の場合は契約年月日）
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	
	敷地面積
	㎡（建蔽率　　　　　％、容積　　　　　％）

	
	用途地域
	□工業地域　□準工業地域　□その他（　　　　 ）

	建物の状況
	所有区分
	□自社所有　□賃借（契約年月日：　　　年　　月　　日）

	
	建築面積
	㎡
	延べ床面積
	㎡
（うち生産施設面積　　　㎡）

	
	建物構造
	　　造　　階建

	
	建物各階の
用途等
	
	用　　　途
	床  面  積

	
	
	階
	
	　　　　　　　　  ㎡

	
	
	階
	
	　　　　　　　  　㎡

	
	
	階
	
	　　　　　　　  　㎡

	
	
	合　計
	
	　　　　　　　　  ㎡

	当該事業にかかるスケジュール等
	工事着手日　　　  年　 　月　 　日
竣工日        年　 　月　 　日
建物引渡日        年　 　月　 　日
操業開始日　　　　年　　 月　　 日

	移転日等
（移転を伴う場合のみ）
	移転（入居）日　　　　　年　　月　　日

	移転の場合、既存
工場の状況
	（跡地利用等）


	公害防止
等の対策
	

	対象工場等に
おける今後の
事業展開予定
（活動方針・

売上見込等）
	

	後継者の有無
・育成計画等
	

	新たな雇用人数
	　　　　　　　　　　　　人（うち常用雇用者数　　　　人）

	その他特記事項
	


２　投資額及び資金の調達状況
	投
資
額

	土地　
	円（賃借の場合は助成対象算入経費）（Ａ）

	
	建物
	                          　円（賃借の場合は助成対象算入経費）（Ｂ）

	
	償却資産
（建物
附属設備）
※リースの場合
は助成対象算入
経費を記載
	内容
	金額（円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	小　　　　計
	　　　　　　　　　　　　　　　円（Ｃ）

	
	償却資産

（機械及
び装置）
※リースの場合
は助成対象算入
経費を記載
	内　　　容
	用　　途
	単価（円）
	数量
	金　額（円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　円（Ｄ）

	
	その他

（土地造成費、測量費、設計費、改修費、生産設備の運送・設置に係る費用等）
	内　　　容
	用　　途
	単価（円）
	数量
	金　額（円）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　円（Ｅ）

	
	合計
	円（Ａ～Ｅ）

	資金調達状況
	自己資金
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	借入金
	　円

	
	補助金等
	　円

	
	その他
	　円

	
	合計
	　円


（注）
１　記入欄が足りない場合は、適宜追加して記入すること。
２　助成対象外となる経費は記入しないこと。
３　消費税、地方消費税、印紙税、登録免許税等の税金等及び各種手数料（銀行振込、不動産仲介手数料等）は助成対象外とする。
４　投資額の合計額（Ａ～Ｅ）が、５００万円以上であること。
５　関連施設の面積は、新増設した工場等の延床面積のうち、生産施設の面積を限度として助成対象とする。
６　関連施設は、事務所、倉庫、会議室、休憩室、ロッカー室、食堂、駐車場等をいう。

７　工場等と住宅を併設する場合は、住宅部分に係る経費を除く費用を助成対象とする。

８　建物附属設備は、電気設備、ガス設備、給排水設備、冷暖房設備、照明設備、通風設備、昇降機等建物に附属する設備で、建物本体とは区分して評価される償却資産をいう。
９　土地を賃借した場合の賃借料は、１，０００万円と月額賃借料の１２か月分（１年分）とを比較して、いずれか少ない額を算入できるものとする。

１０　既設工場等を賃借した場合の賃借料（共益費を含む。敷金、礼金、その他これらに類するものは除く。）は、１，０００万円と月額賃借料の１２か月分（１年分）とを比較して、いずれか少ない額を算入できるものとする。

１１　生産設備は、取得単価が５０万円以上のものに限る。

１２　償却資産について、リース契約を行った場合のリース料については、１，０００万円と月額リース料の１２か月分（１年分）とを比較して、いずれか少ない額を算入できるものとする。
第７号様式の別紙２
賃借料支払証明書兼事業経費明細書
	対象区分
	□土地　　□建物　　□償却資産（内容を記載　　　　　　　　　）

	支払者
（貸主）
	住所
企業名等

	月額賃借料の
１２か月分
	　　　　　　　　　　　　　　円

	内訳
	対象月
	支払年月日
	賃借料（円）
	備考

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	
	　　　月分
	
	
	

	助成対象算入経費
（１，０００万円と月額賃借料の１２か月分（１年分）とを比較して、いずれか少ない額を記載）
	　　　　　　　　　円


　（注）

１　上記賃借料等が支払われたことを証明する領収書の写し等を添付すること。
２　賃借料には、共益費、駐車場代を含む。

３　日割り計算又は賃借料に変更があった場合は、その旨を備考欄に記入すること。
４　助成対象経費に算入した経費ごとに１枚記入すること。

第７号様式の別紙３（別表第３及び第４）
評　価　基　準　報　告　書
	
	評価基準
	該当／非該当
	申請内容

	①
	次のいずれかの基準により新たに常用の従業員を雇用すること
・5名以上
・申請時における常用雇用の従業員総数の5%以上
	該当／非該当
	新たな常用雇用者数　　　　人
（申請時の常用雇用者数　　人）

	②
	申請者の市内事業所の生産施設面積が15%以上もしくは150㎡以上増加すること
	該当／非該当
	・申請時
　生産施設面積　　　　　　㎡
・工場等の新増設後

生産施設面積　　　　　　㎡

	③
	新たな生産設備、生産性向上に資するソフトウェア等（単価50万円（税抜）以上）の償却資産を取得し、その総投資額が500万円（税抜）以上であること（賃借料、リース料を含む）
	該当／非該当
	総投資額　　　　　　　　　円

	④
	新増設を行う工場等の住所が次のいずれかであること
・高津区久地、宇奈根、下野毛、北見方
・中原区宮内、上小田中、市ノ坪、中丸子
・川崎区日ノ出、塩浜
	該当／非該当
	新増設等を行う工場等の住所
（　　　区　　　　　　　）

	⑤
	・市内インキュベーション施設からの立地
	該当／非該当
	

	⑥
	・市外からの立地
	該当／非該当
	


	該当項目数
	　　　　　項目



	評価区分
	重点支援評価（３項目以上）／標準評価（２項目以下）



【附随資料一覧】
　評価区分が「重点支援評価」である場合は、次の附随資料を併せて提出するものとする。
　１　新規雇用従業員分の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し（①が「該当」の場合に限る。）
　２　実績報告日時点における申請者の川崎市内における全ての事業所の面積を記載した図面などの資料（②が「該当」の場合に限る。交付申請時から変更のない事業所の図面は除く。）
　３　対象資産の注文書、契約書、納品書、請求書、領収書等の写し（③が「該当」の場合に限る。助成対象経費に含まれる資産の重複する注文書等は除く。）
（注）

　１　「市内インキュベーション施設からの立地」には、同施設から移転する場合のほか、同施設以外に新たな事業所を増設する場合を含む
　２　「市外からの立地」には、市内に事業所のない事業者が市内に事業所を新設する場合、市外の事業所を市内に移転する場合、市内の事業所と市外の事業所を移転統合する場合のいずれも含む
第７号様式の別紙４
発　注　実　績　報　告　書
	
	契約日
	契約種別
(工事、委託、物品)
	契約名称
	契約企業名
	市内中小の別
	契約金額

	1
	
	
	
	
	
	円

	2
	
	
	
	
	
	円

	3
	
	
	
	
	
	円

	4
	
	
	
	
	
	円

	5
	
	
	
	
	
	円

	6
	
	
	
	
	
	円

	7
	
	
	
	
	
	円

	8
	
	
	
	
	
	円

	9
	
	
	
	
	
	円

	10
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	契約金額合計
	円


【附随資料】
・市内中小企業者による入札又は２者以上の市内中小企業者から見積りを徴取し難い事由がある場合は、入札（見積り）に係る理由書（第１号様式の別紙６）
　　※ただし、交付申請時から記載内容に変更がない場合は提出不要。
（注）市内中小企業者の定義
中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに該当し、市内に主たる事務所又は事業所を有する者（原則として川崎市内に登記簿上の本店がある企業）
※ただし、個人事業主については住所が川崎市内にある者
